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１.  四半期財務情報の作成等に係る事項

　　①　会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無 ：　無

　　②　最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無 ：　有

　　　 　　（内容）　「『退職給付に係る会計基準』の一部改正」に基づく同会計基準の適用

　　③　連結及び持分法の適用範囲の異動の有無 ：　有

　　　 　　（内容）　連結（除外）　　　１社（連結子会社の吸収合併による減少）

２.  平成18年 ２月期第３四半期財務・業績の概況（ 平成 17年 ３月 １日  ～  平成 17年 11月 30日 ）

  (1)経営成績（連結）の進捗状況    (単位:百万円未満切捨)

　 百万円    ％ 　 百万円 　   ％ 　 百万円   　 ％ 百万円   　   ％

18年２月期第３四半期 58,159 △ 1.7 1,437 △ 1.9 1,412 5.4 914 △ 26.4
17年２月期第３四半期 59,160 ‐ 1,464 ‐ 1,340 ‐ 1,242 ‐
（参考）17年２月期 79,468 ‐ 2,015 ‐ 1,848 ‐ 1,295 ‐

　　１株当たり四半期

（当期）純利益
円 銭 円 銭

18年２月期第３四半期 　14 　　　76 　13 　　　61
17年２月期第３四半期 　24 　　　26 　21 　　　75
（参考）17年２月期   25 　　　30 　22 　　　61
　    ①期中平均株式数　　18年2月期第3四半期　61,939,831株　17年2月期第3四半期　51,204,765株　17年2月期　51,200,484株
　　　②売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同四半期比増減率を示しております。

　　[経営成績（連結）の進捗状況に関する定性的情報等]

　　　　　 当第３四半期のわが国経済は、企業収益の改善や民間設備投資の増加がみられ、国内景気は緩やかな回復の動きを
　　　　示しておりますが一方、原油をはじめとする各種素材価格の高騰などにより、事業環境は不安定なまま推移しました。
　　　　　 このような状況の中、株式会社東武ストア単体におきましては、約３年半振りに新規出店を再開し、上期の３店舗に加え、
　　　　９月には、新田店（埼玉県草加市　売場面積995㎡）を開設いたしました。
　　　　　 また、「営業機会の拡大」「既存店の改装による営業力強化」「粗利益率の改善」など、経営基盤の強化と今後の成長に
　　　　向けた諸施策を引き続き実施してまいりました。
　　　　　 まず、「営業機会の拡大策」として、新店３店舗を含む６店舗を新たに24時間営業とし、これにより当第３四半期末で46店
　　　　舗中29店舗が24時間営業となりました。
　　　　　 また、「既存店の改装」につきましては、当第３四半期において計16店舗で改装を実施し、売場のくくりの見直し、食品売
　　　　場の強化拡充を行いました。
　　　　　 また、「粗利益率の改善」は、生鮮食品を中心に値引・廃棄ロスの削減に取り組み、対前年同四半期比0.5ポイント改善
　　　  することができました。
　　　　 　なお、スクラップ＆ビルドの一環として志津店、武里店、霞ヶ丘店の３店舗を閉鎖しました。
　　　　　 連結子会社につきましては、概ね計画の範囲内で推移しております。
　　　　 　以上の結果、当第３四半期の当社グループの連結業績は、新店４店舗開設に係る一過性経費の負担を吸収し、平成
　　　　17年10月13日に発表しました業績予想とほぼ同じ水準で順調に推移しております。
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  (2)財政状態(連結)の変動状況

百万円 百万円 　 ％ 円 銭

18年２月期第３四半期 32,438 　　　　　237 　　　　68
17年２月期第３四半期 31,174 　　　　　223 　　　　45
（参考）17年２月期 30,275 　　　　　225 　　　　70
　期末発行済株式数(連結)　18年2月期第3四半期　70,388,881株　17年2月期第3四半期　51,194,499株　17年2月期　51,184,519株

　　[財政状態（連結）の変動状況に関する定性的情報等]

　　　　　　
　　　　　当第３四半期の財政状態は、前連結会計年度末と比較して、総資産が21億63百万円、株主資本が51億77百万円それぞれ

　　　　増加し、株主資本比率は13.4％上昇いたしました。
　　　　　総資産の増加要因といたしましては、新店４店舗の開設に伴い固定資産が増加したことに加え、現金及び預金が増加した
　　　　ためであります.

　　　　　　　　　株主資本の増加は、かねて発行しておりました新株予約権が本年６月29日に行使され、資本金及び資本準備金がそれぞれ
　　　　19億22百万円、計38億44百万円増加したこと、及び、当第３四半期純利益などによるものであります。
　　　　　なお、平成17年６月28日に無償減資を実施し、資本金から資本剰余金へ50億45百万円振替えております。

３.  平成18年 ２月期の連結業績予想（ 平成 17年 ３月 １日  ～  平成 18年 ２月 28日 ）

　　　　通期の業績予想につきましては、当第３四半期における業績が概ね計画通りに推移しており、現時点では平成１７年10月
　　　13日に発表いたしました業績予想から変更ありません。

       ※上記の予想は、本資料の発表日現在における将来の見通し、計画のもととなる前提、予測を含んで記載しております。
       実際の業績は、今後様々な要因によって上記予想とは異なる結果となる可能性があります。

４.  その他

     　 平成15年４月、エスアイエス株式会社（三重県四日市市）より当社に対し、当社からの業務委託契約に基づき同社が開発し、
　　 当社が使用しておりましたソフトウェアを当社が買い取るとの売買契約が成立している旨の主張に基づき、売買代金を請求
　　 する訴訟（請求金額５億円）が提起されました。
　　　 平成17年２月、東京地方裁判所において原告の請求を棄却する旨の判決があり、これに対しエスアイエス株式会社は東京
　　 高等裁判所に控訴しました。
　　　 平成17年８月、東京高等裁判所においてエスアイエス株式会社の控訴を棄却する旨の判決があり、これに対しエスアイエス
　　 株式会社は最高裁判所への上告等の手続をとりました。
　　　 平成17年12月、最高裁判所において本件上告を棄却する等の決定がなされ、これにより本訴訟における当社の勝訴が確定
　　 いたしました。
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[参 考］  個別情報

１．  平成18年 ２月期  第３四半期財務・業績の概況（ 平成 17年 ３月 １日  ～  平成 17年 11月 30日 ）

  (1)経営成績（個別）の進捗状況    (単位:百万円未満切捨)

　 百万円 　％ 　 百万円 　％ 　 百万円 　％ 百万円 　％

18年２月期第３四半期 56,897 △ 2.1 1,461 △ 2.2 1,435 5.1 936 △ 24.8
17年２月期第３四半期 58,125 ‐ 1,494 ‐ 1,365 ‐ 1,245 ‐
（参考）17年２月期 78,027 ‐ 2,012 ‐ 1,840 ‐ 1,272 ‐

　　１株当たり四半期 潜在株式調整後
（当期）純利益

円 銭 円 銭

18年２月期第３四半期 　　　　　15 　　　12 　　　　　13 　　　95
17年２月期第３四半期 　　　　　24 　　　32 　　　　　21 　　　80
（参考）17年２月期 　　　　　24 　　　85 　　　　　22 　　　21
　    ①期中平均株式数　　18年2月期第3四半期　61,939,831株　17年2月期第3四半期　51,204,765株　17年2月期　51,200,484株
　　　②売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同四半期比増減率を示しております。

  (2)財政状態(個別)の変動状況
        　総  資  産        株  主  資　本

百万円 百万円 　  　    ％ 円 銭

18年２月期第３四半期 　　　　　236 　　　　52
17年２月期第３四半期 　　　　　221 　　　　93
（参考）17年２月期 　　　　　223 　　　　66
　   期末発行済株式数　18年2月期第3四半期　70,388,881株　17年2月期第3四半期　51,194,499株　17年2月期　51,184,519株

2．  平成18年 ２月期の個別業績予想（ 平成 17年 ３月 １日  ～  平成 18年 ２月 28日 ）

　　　　中間期及び通期の業績予想につきましては、当第３四半期における業績が概ね計画通りに推移しており現時点では
　　　平成１７年10月13日に発表いたしました業績予想から変更ありません。

       ※上記の予想は、本資料の発表日現在における将来の見通し、計画のもととなる前提、予測を含んで記載しております。
       実際の業績は、今後様々な要因によって上記予想とは異なる結果となる可能性があります。
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１．　（要約）第3四半期連結貸借対照表

　　　　期　　　　別

科　　　　目 金　　　額 金　　　額 金　　　額
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

現 金 及 び 預 金 3,526 2,956 2,590
た な 卸 資 産 2,451 2,783 2,521
そ の 他 2,166 2,151 1,998
流 動 資 産 合 計 8,144 25.1 7,890 25.3 7,110 23.5

有    形    固    定    資    産
建 物 及 び 構 築 物 8,742 8,480 8,113
土 地 3,149 3,316 3,258
そ の 他 1,035 1,006 939
有 形 固 定 資 産 合 計 12,927 39.9 12,804 41.1 12,311 40.6

無    形    固    定    資    産
無 形 固 定 資 産 合 計 618 1.9 231 0.7 326 1.1

投　資　そ　の　他　の　資　産
差 入 保 証 金 4,800 5,283 5,136
そ の 他 5,948 4,963 5,389
投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 10,748 33.1 10,247 32.9 10,526 34.8
固 定 資 産 合 計 24,294 74.9 23,283 74.7 23,164 76.5

32,438 100.0 31,174 100.0 30,275 100.0

買 掛 金 3,451 3,565 2,922
短 期 借 入 金 1,622 5,199 5,477
そ の 他 2,369 2,211 2,285
流 動 負 債 合 計 7,443 22.9 10,976 35.2 10,685 35.3

長 期 借 入 金 5,129 5,982 5,236
退 職 給 付 引 当 金 2,342 2,312 2,286
そ の 他 793 464 514

　　　　　 当第３四半期につきましては、国内景気はゆるやかな回復の動きを示しておりますが、原油価格の高騰など個人消費固 定 負 債 合 計 8,265 25.5 8,759 28.1 8,037 26.5
15,708 48.4 19,735 63.3 18,722 61.8

－ － － － － －

9,022 27.8 12,145 39.0 12,145 40.1
8,060 24.9 1,092 3.5 1,092 3.6
2,276 7.0 1,308 4.2 1,362 4.5

△ 3,451 △ 10.6 △ 3,451 △ 11.1 △ 3,451 △ 11.4
852 2.6 365 1.2 427 1.4

△ 28 △ 0.1 △ 21 △ 0.1 △ 23 △ 0.0
16,730 51.6 11,439 36.7 11,552 38.2

　　　　　このほか、「粗利益率の改善」として、引き続き仕入、販売、在庫の管理を徹底することで値下げロス、廃棄ロスを削減32,438 100.0 31,174 100.0 30,275 100.0

前連結会計年度の

（平成17年11月30日現在） （平成17年2月28日現在）
構成比 構成比

要約連結貸借対照表
（平成16年11月30日現在）

連結会計期間末
前第3四半期

構成比

固 定 資 産

少 数 株 主 持 分

（ 負  債  の  部 ）

連結会計期間末

資 産 合 計

流 動 負 債

固 定 負 債

負 債 合 計

当第3四半期

流 動 資 産
（ 資  産  の  部 ）
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資 本 合 計

土 地 再 評 価 差 額 金
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金
自 己 株 式

（ 資  本  の  部 ）

（ 少数株主持分 ）

負債、少数株主持分及び資本合計

資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金



２．　（要約）第3四半期連結損益計算書

　　　　　　　　期　　　　　別

  自　平成17年 3月  １日  自　平成16年 3月  １日  自　平成16年 3月 １日

  至　平成17年11月30日  至　平成16年11月30日  至　平成17年 2月28日

科　　　　目 金　　額 金　　額 金　　額

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

58,159 100.0 59,160 100.0 79,468 100.0

43,158 74.2 44,223 74.7 59,520 74.9

15,001 25.8 14,936 25.3 19,948 25.1

13,563 23.3 13,472 22.8 17,933 22.6

1,437 2.5 1,464 2.5 2,015 2.5

175 0.3 161 0.3 232 0.3

199 0.4 285 0.5 398 0.5

1,412 2.4 1,340 2.3 1,848 2.3

－ － 107 0.2 229 0.3

429 0.7 164 0.3 711 0.9

983 1.7 1,283 2.2 1,367 1.7

69 0.1 41 0.1 71 0.1

914 1.6 1,242 2.1 1,295 1.6

－5－

当第3四半期

連結会計期間

前連結会計年度の

税金等調整前四半期（当期）純利益

要約連結損益計算書

百分比

前第3四半期

百分比百分比

連結会計期間

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

四 半 期 （ 当 期 ） 純 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

税 金 費 用



１．　（要約）第3四半期個別貸借対照表

　　　　期　　　　別

科　　　　目 金　　　額 金　　　額 金　　　額
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

現 金 及 び 預 金 3,476 2,909 2,556
た な 卸 資 産 2,442 2,773 2,509
そ の 他 2,002 2,015 1,800
流 動 資 産 合 計 7,920 24.6 7,698 24.9 6,865 22.9

有    形    固    定    資    産
建 物 8,291 8,084 7,730
土 地 3,149 3,316 3,258
そ の 他 1,433 1,381 1,301
有 形 固 定 資 産 合 計 12,874 40.0 12,782 41.3 12,290 40.9

無    形    固    定    資    産
無 形 固 定 資 産 合 計 616 1.9 229 0.7 323 1.1

投　資　そ　の　他　の　資　産
差 入 保 証 金 4,779 5,266 5,118
そ の 他 5,990 4,977 5,403
投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 10,769 33.5 10,244 33.1 10,521 35.1
固 定 資 産 合 計 24,260 75.4 23,256 75.1 23,135 77.1

32,181 100.0 30,954 100.0 30,001 100.0

買 掛 金 3,435 3,550 2,903
短 期 借 入 金 1,622 5,199 5,477
そ の 他 2,209 2,084 2,135
流 動 負 債 合 計 7,267 22.6 10,834 35.0 10,515 35.0

長 期 借 入 金 5,129 5,982 5,236
　　　　　 当第３四半期につきましては、国内景気はゆるやかな回復の動きを示しておりますが、原油価格の高騰など個人消費退 職 給 付 引 当 金 2,342 2,312 2,286

そ の 他 793 464 514
固 定 負 債 合 計 8,265 25.7 8,759 28.3 8,037 26.8

15,532 48.3 19,593 63.3 18,552 61.8

9,022 28.0 12,145 39.2 12,145 40.5
8,060 25.0 1,092 3.5 1,092 3.6
2,194 6.8 1,230 4.0 1,258 4.2

△ 3,451 △ 10.7 △ 3,451 △ 11.1 △ 3,451 △ 11.5
852 2.7 365 1.2 427 1.4

△ 28 △ 0.1 △ 21 △ 0.1 △ 23 △ 0.0
　　　　するとともに、「店舗運営方法（基礎・基本）の徹底」として、品切れ、鮮度、サービスの面での充実を図りました。16,648 51.7 11,361 36.7 11,448 38.2
　　　　　なお、業績が低迷しておりました志津店、椎名町店、武里店、霞ヶ丘店をそれぞれ閉鎖いたしております。32,181 100.0 30,954 100.0 30,001 100.0

－6－

負 債 及 び 資 本 合 計

要約貸借対照表

土 地 再 評 価 差 額 金

自 己 株 式
資 本 合 計

資 本 金
資 本 剰 余 金

固 定 資 産

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

資 産 合 計

利 益 剰 余 金

流 動 負 債

固 定 負 債

負 債 合 計

（ 負  債  の  部 ）

（ 資  本  の  部 ）

構成比

流 動 資 産

構成比

（ 資  産  の  部 ）

構成比

前事業年度の

（平成17年11月30日現在） （平成17年2月28日現在）（平成16年11月30日現在）

当第3四半期
会 計 期 間 末

前第3四半期
会 計 期 間 末



２．　（要約）第3四半期個別損益計算書

　　　　　　　　期　　　　　別

科　　　　目 金　　額 金　　額 金　　額

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

56,179 100.0 57,455 100.0 77,126 100.0

41,534 73.9 42,841 74.6 57,615 74.7

14,644 26.1 14,614 25.4 19,511 25.3

717 1.2 669 1.2 900 1.2

15,362 27.3 15,284 26.6 20,412 26.5

13,901 24.7 13,789 24.0 18,399 23.9

1,461 2.6 1,494 2.6 2,012 2.6

170 0.3 154 0.3 223 0.3

196 0.3 283 0.5 395 0.5

1,435 2.6 1,365 2.4 1,840 2.4

－ － 107 0.2 229 0.3

429 0.8 164 0.3 711 0.9

1,006 1.8 1,308 2.3 1,359 1.8

69 0.1 63 0.1 86 0.1

936 1.7 1,245 2.2 1,272 1.7

1,258 － －

－ 14 14

2,194 1,230 1,258

－7－

百分比

前事業年度の

要約損益計算書

当第3四半期

会  計  期  間

前第3四半期

会  計  期  間

売 上 原 価

売 上 総 利 益

  自　平成16年 3月 １日  自　平成16年 3月  １日  自　平成17年 3月  １日

百分比

  至　平成17年11月30日   至　平成17年 2月28日  至　平成16年11月30日

百分比

売 上 高

管 理 収 入 等

営 業 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

合 併 引 継 未 処 理 損 失

四 半 期 ( 当 期 ） 未 処 分 利 益

税引前四半期（当期）純利益

法 人 住 民 税

四 半 期 （ 当 期 ） 純 利 益

前 期 繰 越 利 益




